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	各都道府県教育委員会高等学校担当課
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殿

                 　　　　　　 文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）
　田　中　義　恭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 
令和４年度高等学校教育の改革に関する推進状況調査について（依頼）

　この度、高等学校教育の改革に関する推進状況について、各都道府県の実施状況等を把握するため、標記調査を実施します。（本調査は平成28年度以来、６年ぶりに実施するものであり、平成28年度から、一部の調査項目を削減・変更しております。本年度以降は、３年に一度の調査実施を予定しており、次回調査実施は令和７年度を見込んでおります。）　ついては、御多忙中のことと存じますが、高等学校教育の改革に関する推進状況について、別紙調査票に必要事項を記入の上、下記のとおり御提出くださいますようお願いします。また，各都道府県教育委員会高等学校担当課におかれては，高等学校を設置する指定都市以外の市町村教育委員会を取りまとめ願います。
　なお、集計結果は文部科学省ホームページに掲載することを予定しております。あらかじめ御了承くださるよう、よろしくお願いいたします。
（参考：https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/main8_a2.htm　「5．高等学校教育の改革に関する推進状況」）
記

１　提出期限　　　
令和４年10月14日（金）16時　
２　提 出 先
文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付
３　提出方法　　　
様式１について、下記提出先までExcelおよびPDF形式でアップロードください。
アップロードいただきましたらその旨をメールでご一報ください。
（郵送による紙媒体調査票の提出は不要です。）
【提出ファイル名および電子メール件名】
都道府県番号は、様式１「都市番号」をご確認いただき、ご記入ください。

・国公立大学法人以外
「【都道府県番号 都道府県名（・市町村名）・国公私株立の別】高校改革推進調査票」
（例：「【08茨城県・つくば市・株立】高校改革推進調査票」）

・国公立大学法人
「【都道府県番号 都道府県名・附属高校名】高校改革推進調査票」
（例：「【13東京都・東京学芸大学附属】高校改革推進調査票」）

【提出先】https://mext.ent.box.com/f/0282392e5d6645f198e77615922ecae2
【連絡先】koukou@mext.go.jp
４　その他
・様式１は各都道府県教育委員会等の取りまとめ用です。様式１のみご提出ください。
・様式２は各高等学校の記入用です。都道府県教育委員会等から高等学校に調査を依頼する際は、必要に応じて、ご活用ください。
【本件連絡先】
文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付
高校教育改革係　　長屋、坂井、小澤
　　　　T E L   03-5253-4111（内線3482）

　　　　e-mail　koukou@mext.go.jp 
